
【30分でパブコメ完成‼】
あなたの声を届けよう！

日本の気候・エネルギー政策の大転換へ

第7次エネルギー基本計画（案）に対するパブコメ作成ウェビナー
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【30分でパブコメ完成‼】あなたの声を届けよう！

今回のテーマ 「次世代エネルギー」

次世代エネルギーとは？…水素・アンモニア・合成メタン・バイオ燃料・合成燃料など

→今回は「水素・アンモニア・合成メタン」について扱います！
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以下に記載があります。

• 第7次エネルギー基本計画（案） p.48～50、75

• ＧＸ２０４０ビジョン（案） p. 28

• 地球温暖化対策計画（案） p.62

https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/detail?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=620224019&Mode=0
https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/detail?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=595224049&Mode=0
https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/detail?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=195240104&Mode=0


1、水素・アンモニア・合成メタンって何？
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水素（H2） アンモニア（NH3） 合成メタン（CH4）
水素とCO2から人工合成したメタン

沸点 −252.87 °C -33.4 ℃ -161.6 °C

どんなもの？ 気体で一番軽い
着火・爆発しやすい

急性毒性・腐食性あり
液化しやすい

メタン：天然ガスの主成分
（天然ガスのインフラを使える）

製造方法 ①化石燃料から作る：改質
②水の電気分解：再エネを利用で
きる

ハーバーボッシュ法
左記①or②の水素と、大気中の窒
素を直接反応

サバティエ反応
左記①or②の水素と、産業部門や
発電部門から回収したCO2を合成

導入目標
（エネ基案よ
り）

2030年：300万t/年
2040年：1,200万t/年
2050年：2,000万t/年

2030年：300万t/年
2050年：3,000万t/年

2030年度において、都市ガスの
１％相当の合成メタンを導管に注
入（28万t/年）

日本が推進し
ている用途

【燃料】熱利用（工業炉）、発電
（天然ガス火力）、燃料電池商
用車、船舶
【原料】製鉄、化学 等

【燃料】熱利用（工業炉）、発電
（石炭火力）、船舶
【原料】化学・肥料 等

【燃料】熱利用（工業炉）、発電
（天然ガス火力）、都市ガス注入

等

参考：
気候ネットワークウェビナー：堀尾氏発表
気候ネットワークウェビナー：石原氏発表
IEA「Global Hydrogen Review 2024」

「カーボンニュートラル」の名目で進められているはずなのに、
化石燃料から作られていたり、火力に利用されたりしている？
現在、水素の99%が化石燃料由来、大量のCO2を排出。

https://kikonet.org/content/33735
https://kikonet.org/content/36617
https://www.iea.org/reports/global-hydrogen-review-2024


2、なにが問題？現状の確認①
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【共通点】
• 全て、現状は化石燃料からの製造が推進されている → 気候変動対策にならない。

これらを進めようとすると、かえって化石燃料のためのインフラを延命させる

• 技術が未成熟 → これらの技術を待っていると、気候変動対策が致命的に遅滞

• 海外からの輸入に依存
→ 輸送時のGHG排出あり。エネルギー自給率は低いまま、エネルギー安全保障上の問題も。

• コストが高い

• …にも関わらず、「水素社会推進法」によって、既存の燃料（天然ガスや石炭）との
価格差や、必要な拠点の整備を支援する仕組みになっている（価格差補填は15年
で3兆円もの予算）



2、なにが問題？現状の確認②
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【共通点】
• 発電部門への利用が進められている（火力へ混焼を目指している）

→本来なら火力は早期に削減するべき。混焼が名目になることで火力の延命につながる。
→発電部門は再エネという安くてすでに確立した技術がある。コストが高く量の限られた水素等を大量
に投入するだけの価値がない。
→電化ができず高温の熱が必要となる分野にのみ、利用されるようにするべき。

石炭火力に化石燃料由来のアンモニ
アを混焼してもCO2排出は減らない

Japan Beyond Coalファクトシートより

高い燃料に変えれば
電気代の上昇は必至

https://beyond-coal.jp/documents/documents-factsheet-ammonia/


参考：国際的には日本の「脱炭素」火力は認められていない
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2030年代前半での対策のとられていない石炭火力の段階的廃止（G7合意）
2030年代前半、または各国のネットゼロの道筋に沿って気温上昇を1.5度に抑えるスケジュールで、既存の排出削減対
策がとられていない石炭火力を段階的に廃止する
※対策のとられている石炭火力とは、IPCCによるとCO₂排出を90%以上削減できるもの

2035年の電力部門の完全または大宗の脱炭素化（G7合意）

本来なら火力は早期に削減するべき。
火力へ水素やアンモニア等を混焼することで「対策が取られている」
とみなすなど、日本独自の解釈を押し通そうとしている。
国際社会では通用しない



2、なにが問題？現状の確認③
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【合成メタン】
• （都市ガスに導入する際）導入コストのうち、既存のガスよりも割高になる部分は、託

送料金原価に含めることができる仕組みが作られようとしている。→水素社会推進法と
の二重支援では？ガス料金が大幅に上昇

【アンモニア】
• 燃料アンモニアは、大気中の窒素を固定して生産されるため、燃焼により窒素酸

化物を排出して大気汚染を悪化させる。すでに大きくバランスが崩れている窒素
循環にさらに介入し、陸域や水系に窒素が入り込むことを増やすことになる。

Climate Integrate「アンモニアの火力発電利用について」
気候ネットワークポジションペーパー「合成メタンはグリーンウォッシュ 1.5℃目標に整合せず、ふくらむ国民負担」

https://climateintegrate.org/archives/938
https://kikonet.org/content/36546


3、問題点を踏まえた今回のパブコメのポイント
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• 水素・アンモニアの用途として発電部門が指定されている。対象から除
外するよう求めよう。

• いずれも気候変動対策にならないが、これらの技術のコストが高い分を
制度的に支援することが書いてある。制度的に支援しないように求めよう。
（水素社会推進法の価格差支援、追加で合成メタンはガスの託送料金からの回収も）

• 「低炭素」水素等という曖昧な呼称が書かれているが、実際は化石燃
料由来のものを含む。再生可能エネルギー由来で、真に温室効果ガス
を排出しないものに限定するよう求めよう。

エネ基には合成メタンの発電利
用については書いていないけど、

事業者は目指しているよ



参考：水素・アンモニア・合成メタンの呼び方いろいろ
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【水素等（アンモニア・合成メタンを含む）】
エネ基に書いてある「低炭素」って？

表：低炭素の基準（水素社会推進法より）

気候変動対策としては完全に不十分。
この基準は義務でもない

エネ基p.48より

Well to Gate
=原料生産～製造装置の出口まで

（液化、輸送、貯蔵、利用などを含まない）

ちなみに…現状
天然ガス由来水素（全体の2/3）：10~12 kg-CO2/kg-H2
石炭由来水素（全体の約2割）：22~26 kg-CO2/kg-H2

参考：
IEA「Global Hydrogen Review 2024」

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/014_01_00.pdf
https://www.iea.org/reports/global-hydrogen-review-2024


参考：水素・アンモニア・合成メタンの呼び方いろいろ
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【水素・アンモニア】 Japan Beyond Coalファクトシートより

【合成メタン】
非化石エネルギー（グレー水素含む）から製造された合成メタンを「e-メタン」と呼ぶ。。
将来的にはグリーン水素を用い、移行期においてはブルー水素（天然ガスから製造し、その過程で生じ
たCO₂を回収・地中に貯留したもの）を用いるとしている。

カーボンニュートラル
と言えるのはグリーン

のみ

https://beyond-coal.jp/documents/documents-factsheet-ammonia/


参考：水素社会推進法とは
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• 2024年5月成立、10月施行
• 低炭素水素等（アンモニアや合成メタン

等を含む）の供給・利用を促す
• 「価格差支援」と「拠点支援」が主な内容
• 「価格差支援」…

• 水素等と既存燃料の価格差を支援
• 予算は15年で3兆円
• 支援終了後も10年間の供給義務

• 「拠点支援」…
• 低炭素水素等の輸送や貯蔵に必要

な設備費用を補助する

水素・アンモニア政策小委員会「水素社会推進法について」

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/014_01_00.pdf


参考：水素を利用すべき分野とは
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• 電化ができない分野での需要
が見込まれる

• 産業部門・長距離輸送での利
用が考えられる（緑）

• 発電部門は入ってない

IRENA「Geopolitics of the Energy Transformation: 
The Hydrogen Factor」

優先順位：高

優先順位：低

水素ソリューションの成熟度

中央集約型の用途

石油製品等の精製

製鉄

国際船舶

季節的な貯蔵

長距離航空

長距離トラック

高温熱利用

鉄道

フェリー

中温熱利用

短期間の貯蔵

都市部の自動車

地域内のトラック

短距離航空

住宅での熱利用

https://www.irena.org/publications/2022/Jan/Geopolitics-of-the-Energy-Transformation-Hydrogen


参考：合成メタンは「カーボンニュートラル」？
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発電所や工場からの回収は化石燃料インフラ正当化の恐れ
削減努力がおろそかにならないか？

全て回収できない

CO2は再排出される。
全て回収するのは不可能

合成メタンが「カーボンニュートラル」になるのは、【グリーン水素×大気から直接回収したCO2】の場合のみ
【日本が描く合成メタンの図】

化石燃料由来のブルー水素
（CO2は回収→全回収は不可能）

気候ネットワークポジションペーパー「合成メタンはグリーンウォッシュ 1.5℃目標に整合せず、ふくらむ国民負担」

バイオマスから回収

https://kikonet.org/content/36546
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